





































いう。」(廃掃法 2条 1項) と定義する。
そして、これを一般廃棄物 (産業廃棄物以外の廃棄物。廃掃法 2 条 2
項) と、産業廃棄物 (事業活動に伴つて生じた廃棄物のうち、燃え殻、汚
泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック類その他政令で定める廃棄
物等。廃掃法 2条 4項) とに区分し、それぞれで処理のルールを区別して
いる。
産業廃棄物については、排出事業者自らが処理する (廃掃法 12 条 1 項)
のが原則であり、自ら処理しないときは、都道府県知事から許可を受けた
産業廃棄物処理業者に処理を委託して処理するものとする (同条 5 項)。
産業廃棄物の「処理」と一口に言っても、処理には、収集、運搬、中間処
理 (選別、圧縮、焼却、脱水等廃棄物の発生から最終処分までの中間の処











されるごみ (家庭系廃棄物) は市町村による直接収集である (もっとも、
近時は、市町村からの委託業者 (廃掃法 7条 1項但書、規則 2 条 1 号) が
収集する例も多い。) が、事業活動から生じた一般廃棄物 (事業系廃棄物)



























料金等も記載しなければならないものとしている (廃掃法 12 条 6項、令














法 12 条 7 項)、そのため、無許可業者に処理を委託したときや、許可業者
に委託した場合であっても処理業者との間で施行令の規定する委託契約書
を作成していなかったときは、排出事業者もまた行政から当該産業廃棄物








































Bの自己責任であって Aは与り知らない、とにかく Aは Bに本件残土を
引き渡した時点でその所有権も責任も一切引き渡したというものであろう。
現に、当該事案で、Aは Bに残土 (産業廃棄物) の処理を委託したから、























が成立し、Bは A代理人として Cと交渉したものとして Aと Cとの間に
処分委託契約が成立し、Aには本件残土が C所有農地に運搬されてそこ
で適正に埋立処分がなされているのかを確認すべき義務があって、その義
務に反したときは Aは Cに対して私法上の責任 (債務不履行責任、不法
行為責任、物権的責任) を負うと解することもできるのではないか。
(2) ケース 2





































ちなみに、このケースにおいて、福井地裁平成 16 年 3 月 24日判決 (判
例地方自治 275 号 43 頁) は、契約当事者の意思を重視して Bには再委託
は認められないとして許可取消処分を取り消したが、名古屋高裁金沢支部
平成 17年 8 月 29日判決 (判例地方自治 275 号 28 頁) は Aも Bも Dも
委託契約書に記名捺印していることから委託契約書記載の通りの意思表示
があったものと認定して、結論において Y 県知事の判断を是認した (い
わば、書証を重視して契約当事者の意思を規範的に解釈することにより、
結果として廃掃法の規律通りの契約関係の成立を認めた。)。




























































同条例違反の罪に問われた刑事事件おいて、東京高裁平成 19年 12月 13
日判決 (判例時報 1995 号 69頁世田谷区清掃・リサイクル条例違反事件)
は、古紙を集積所に出した段階で区民はその所有権を放棄したことになる
168 (168)




















































































































































ケース 2 では、契約当事者の意思としては、Bが A排出の産業廃棄物
を Dまで運搬するという契約をする意思がなく、依然として Aの廃棄物
を Cまで運搬して処分を委託するというものであったとしても、委託契





















( 4 )( 5 )
。
注
( 3 ) 青竹正一「民法改正の会社法への影響 (上)」(判例時報 2300 号 13 頁)。
















( 5 ) 本稿に関連するものとして、ケース 2の事案に関して、原田大樹京都大学
教授の鑑定意見書がある (公刊物未発表)。同意見書でも、原田教授は、①
産業廃棄物の処理について、廃棄物の排出事業者が処理を委託しただけでは、
行政上のみならず民事上の責任がなくなることはない。②措置命令に関す
る廃掃法の規定を前提とすれば、不法投棄者のみならず廃棄物の排出事業者
もまた廃棄物の不法投棄に対する民事上の責任を負う。③廃棄物の排出事
業者は、不法投棄された土地の所有者に対して、排出者としての除去義務や
不法投棄に関する不法行為責任を負うとする。但し、本稿とは異なり、関係
当事者間の民事上の法律関係も廃掃法により規律されるとまではいうもので
はない。
175(175)
廃棄物の処理及び清掃に関する法律に違反する廃棄物処理委託契約の効力
